
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

鯖江市の地域特性 
（１）地 勢 

本市は福井県の中央に位置し、北は福井市、南は越前市と隣接している。東西は１９．２km、

南北は８．３km にわたり、面積は８４．５９㎢である。市のやや西部を日野川が南北に流れてお

り、東方から西に流れる河和田川が、南方から流れる鞍谷川と合流して浅水川となり、この日野川

に合流している。東部は三方が山地に囲まれた盆地、中央部は西山を中心とした丘稜地、西部は平

野となっており、越前平野の一部を形成している。山地のふもとに集落があり、中央部の丘稜地か

ら西は日野川、東は国道８号沿線にかけ南北に市街地を形成している。 
本市は、関西圏・中部圏と北陸圏を結ぶハピライン福井線沿いにあり、国道８号と４１７号

が縦・横断し、大阪から１９７km、名古屋から１６６km、金沢から９０ km の地点にある。 

（2）気 候 
日本海側の気候で、冬は北西からの季節風の影響を受けて雪が多く、山沿いの地域では豪雪

地帯となるが、夏は晴れた日が多く気温は高い。 
降水量が多いのは、梅雨末期に大雨が降る７月、台風や秋雨前線の影響が大きい９月、雨や

雪の日が多い１２月～１月であり、逆に、降水量が少ないのは、４～５月と８月である。 

冬期には、季節風の影響を受けて海岸線には荒波が押し寄せ、鉛色をした曇天の日が続く。

最大積雪深は、平均約４４cm となっているが、積雪が１ｍを超えることもあり、豪雪地帯対策

特別措置法に基づく豪雪地帯の指定を受けている。 
平均気温は１４．６５℃、平均湿度は ７８％前後、年間降水量は ２，１４２ mm、平均風速

は１．１５m/秒である。（平成元年～平成３０年の平均：福井地方気象台） 

（3）交 通 
本市における公共交通は、鉄道、バス、タクシー等によって構成されている。鉄道は、市域

のほぼ中央部を南北に縦貫するハピライン福井線、福井鉄道福武線があり、市域を超える広域的

な公共交通ネットワークの主軸となっている。 

バスは、福井鉄道が運行する路線バスとして、鯖浦線、福浦線の２路線がある他、本市が運

営するコミュニティバス「つつじバス」のネットワークが市域全体をカバーしている。 
これら公共交通は、市街地や集落地の多くにサービスを提供しており、一部に網羅できてい

ない部分が点在するため、人口カバー率は８８％となっている。 

また、タクシーは、鉄道やバスを補完し、少人数の移動に対してきめ細かいサービスを提供

する公共交通として重要な役割を担っている。 
道路網については、北陸圏と近畿圏を結ぶ国道８号（京都府～新潟県間）、北陸圏と中部圏を結

ぶ国道４１７号（岐阜県～福井県間）のほか、主要地方道等が縦横に走っており、県内の交通の

要衝となっている。 

（4）人口推移 
本市では、市制施行以来、順調に人口増加が続いてきたが、２００７年（平成１９年）以降

から現在に至るまでほぼ横ばいとなっている。 
また、人口を年齢区分別に見てみると、年少人口（０歳～１４歳）については、国の傾向と同様に、

１９７１～１９７４年（昭和４６～４９年）にはいわゆる「団塊ジュニア世代（第二次ベビーブー



 震源：福井平野東縁断層帯 

 マグニチュード：7.6 

 最大震度：7、市域の大部分の震度：5 強 

 日野川流域：おおむね 100 年に 1 回程度の大雨 

2 日間の雨量が 320 ㎜ 

 浅水川流域：おおむね 50 年に 1 回程度の大雨 

1 日間の雨量が 186 ㎜ 

 鞍谷川流域：おおむね 50 年に 1 回程度の大雨 

1 日間の雨量が 186 ㎜ 

※ 福井豪雨（平成 16 年 7 月 17・18 日）  

1 時間降雨量 75mm 日降雨量 185mm 

 
 昭和 38 年：最大積雪深 213 センチの大雪 

 昭和 56 年：最大積雪深 182 センチの大雪 

 平成 30 年：最大積雪深 156 センチの大雪 

ム世代）」の誕生により一時的に増加傾向となったが、その後は長期的には減少傾向が続いている。

一方で、老年人口（６５歳以上）は、生産年齢人口（１５～６４歳）世代が順次老年期に入り、

また、医療技術の進歩等により、平均寿命が延びたことから、一貫して増加を続けており、２

０００年代には年少人口数を上回り、２０１５年（平成２７年）の高齢化率（総人口に占める老年人

口の割合）は２６．２％に達している。生産年齢人口は、２ ０００年（平成１２年）頃までは増

加していたが、それ以降は減少し続けている。今後は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地

域別将来推計人口」に基づくまち・ひと・しごと創生本部の２０１８年時の推計によれば、２０２５

年以降減少を続け、２０６０年には、約５８，２００人になると予想されている。 
 
想定する自然災害 

本市において過去に発生した大規模自然災害である、昭和２３年６月に発生したマグニチュ

ード７．１の「福井地震」や平成１６年７月に発生した「福井豪雨」などの教訓に加え、今後

発生が想定され、市民生活や社会経済に甚大な影響を及ぼす以下の３つの自然災害を想定した。 
なお、以下の災害は、単独で発生するだけでなく、同時または連続して発生する複合災害に

より、甚大な被害をもたらす可能性があることも想定している。 

（1）地 震 
福井県地震被害予測調査（H23）結果のうち、本市に最も影響を与える断層帯によるケースを想定した。 

（2）風水害 
国または県の河川整備計画で設定する、過去最大級の大雨を想定した。 

（3）雪 害 
過去に発生した大雪による雪害を踏まえて最大積雪深を想定する。 



 
 

地震被害想定 

本市の地域防災計画で想定している地震被害は以下の通り。 

◆平成７・８年度地震被害予測調査に基づく被害想定 
① 想定断層 

１ 福井地震 （１９４８年Ｍ＝７．１／断層長さ約２６㎞）：嶺北地域に影響 

２ 敦賀断層地震（ 想 定 Ｍ＝７．２／断層長さ約２５㎞）：嶺南地域に影響 
② 震度分布 

福井地震の最大震度は７で、福井市、坂井市、あわら市に分布。敦賀

断層地震の最大震度は７で、敦賀市に集中。 

③ 被害の概要 

想定地震 福 井 地 震 敦 賀 断 層 

震度分布 ５～６ ４～５ 
 

液状化危険度分布 
日野川流域において可能性が高

い。 

そのうち、一部地域で極めて高
い。 

市東部の一部地域で可能性が高 

い。 

 

 

 
建
築
物
被
害 

構造種別 木造 ＲＣ造 Ｓ造 木造 ＲＣ造 Ｓ造 

現況（棟） 26,936 999 6,631 26,936 999 6,631 

大破数（棟） 

大破率（％） 

9,972 

37.0 

76 

7.6 

782 

11.8 

716 

2.7 

4 

0.4 

77 

1.2 

中破数（棟） 

中破率（％） 

6,019 

22.3 

55 

5.5 

598 

9.0 

5,338 

19.8 

2 

0.2 

68 

1.0 

中破以上数（棟） 

中破以上率（％） 

15,991 

59.4 

131 

13.1 

1,380 

20.8 

6,054 

22.5 

6 

0.6 

145 

2.2 

季節・時刻の条件 冬（17～18 時） 春秋（15～16 時） 冬（17～18 時 春秋（15～16 時） 

火
災
被
害 

延焼出火点数

焼失率（％） 

焼失棟数 

134 

5.8 

1,567 

48 

4.4 

1,190 

1 

0.0 

1 

0 

0.0 

0 

 
人
的
被
害 

死者（人） 

負傷者（人） 

445 

2,711 

410 

2,571 

2 

78 

2 

78 

罹災者（人） 

避難者（人） 

18,271 

32,480 

17,760 

31,970 

314 

7,052 

314 

7,052 

※１ 焼失率は木造棟数に対する割合とした。 
※２ 津波は特定の地震を対象とせず、波の高さを 2.5ｍと想定した。 

（出典）福井県地震被害予測調査結果 平成８年５月 

 

 



◆平成２２・２３年度地震被害予測調査結果に基づく被害想定 
①想定断層 

１福井平野東縁断層帯（想定Ｍ＝７．６／断層長さ約４５㎞）嶺北地域に影響 

２浦底－柳ヶ瀬山断層帯（想定Ｍ＝７．２／断層長さ約２５㎞）嶺南地域に影響 

②震度分布 
福井平野東縁断層帯地震の最大震度は７で、福井市、坂井市、あわら市、永平寺町に

分布。 

浦底－柳ヶ瀬山断層帯地震の最大震度は７で、敦賀市に集中。 

③ 被害の概要 

※項目の被害が最大となるケースを記載。なお、被害の想定は一定の条件（震度、季節、 時間など）を 

設定し、過去の地震災害の経験をもとに推計した結果であり、震度や気象 条件が異なれば当然異

なった予測値となるので、その前提のもとに取り扱う必要がある。 

 

 

想定地震 
福井平野東縁断層帯

地 震 

浦底－柳ヶ瀬山断層帯

地 震 

震度分布 ５弱～６強 ５弱～６弱 

 

液状化危険度分布 
日野川流域において可能性が高

い。 

そのうち、一部地域で非常に高
い。 

市東部の一部地域で可能性が非

常に高い。 

 

 

 
 

建
築
物
被
害 

構造種別 木造 ＲＣ造 Ｓ造 木造 ＲＣ造 Ｓ造 

現況（棟） 25,807 1,342 4,836 25,807 1,342 4,836 

全壊数（棟） 

全壊率（％） 

77 

0.3 

4 

0.3 

30 

0.6 

77 

0.3 

4 

0.3 

45 

0.9 

半壊数（棟） 

半壊率（％） 

476 

1.8 

11 

0.8 

67 

1.3 

1,350 

5.2 

19 

1.4 

127 

2.6 

半壊以上数（棟） 

半壊以上率（％） 

553 

2.1 

15 

1.1 

97 

2.0 

1,427 

5.5 

23 

1.7 

172 

3.6 

季節・時刻の条件 冬（5 時） 秋（15 時） 冬（18 時） 冬（5 時） 秋（15 時） 冬（18 時） 

火
災
被
害 

延焼出火点数

焼失率（％） 

焼失棟数 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

人
的
被
害 

死者（人） 

負傷者（人） 

4 

85 

4 

73 

4 

66 

5 

195 

4 

158 

5 

162 

避難者（人） 3,454 6,490 



その他 
新型インフルエンザは１０年から４０年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り返してい

る。新型コロナウイルス感染症のように、ワクチンが開発され多くの国民が接種し免疫を獲得し

たことで、予防効果や重症化を防ぐ効果はあるものの新たな変異株が次から次へと現れ、今後ワ

クチンが効かない可能性もある。その場合、当市においても多くの市民の生命及び健康に重大な

影響を与える恐れがあり、日常生活においてもこれまでの生活習慣や行動を変えなければならな

いほどのリスクがあると考えられる。 

 
商工業者の状況 

商工業者数     ３，３９９事業所（うち従業員４人以下 ２，０８９事業所） 
 

製  造  ９７３ 
                   サービス  ７９６ 
                   卸・小売    ７３７ 
             建  設  ２５８ 

そ の 他  ６３５         （令和３年経済センサス統計） 
 
これまでの取組 
（1）当市の取組 

防災計画の策定 

・鯖江市地域防災計画 

・鯖江市地域防災計画（原子力災害対策編） 

鯖江市総合防災訓練の実施 

福井県・市町災害時相互応援協定（県内）    協定の締結日 平成２８年 ９月１６日 

災害時相互応援協定都市一覧  （県外） 

岐阜県大垣市     協定の締結日 平成 ７年 ７月２６日 

滋賀県長浜市     協定の締結日 平成 ７年 ９月 １日 

石川県加賀市     協定の締結日 平成２４年 ５月２８日 

愛知県知立市     協定の締結日 平成２５年 １月３１日 

静岡県袋井市     協定の締結日 平成２５年 ３月 ４日 

新潟県村上市     協定の締結日 平成２９年１０月１３日 

 

（2）当会議所の取組 
事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知 

事業者ＢＣＰワークショップの開催 

日本商工会議所ビジネス総合プランへの加入促進支援 

防災用品（スコップ・懐中電灯等）の備蓄 

鯖江商工会議所ＢＣＰ策定とそれに伴う各職員役割分担の明確化 

課題 
現状では、緊急災害時における初動対応、行動について明確な基準、行動計画が策定されておら

ず、自治体や関係各機関との連携や協力体制が整っていない。 

加えて、発災に伴う緊急時の対応を推進するノウハウが職員間においても、共有するツールがな

いまま現在に至っている。 

また、会員にまで危機意識・防災意識の周知徹底はなされていない。 

目標 
小規模事業者に対し自然災害リスクや感染症リスクを認識させ、事前対策の必要性を周知する。 

また、事業者ＢＣＰの策定を支援する。 

発災時における連絡体制を円滑に行うため、当市と当会議所との間における被害情報報告ルート

を構築する。 



発災後速やかな復興支援策が行えるよう、組織内における体制、関係機関との連携体制を平時か

ら構築する。 

 

支援により策定された事業者ＢＣＰの目標件数 

 

        ※その他 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに福井県へ報告する。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

事業継続力強化計画の 

認定事業者数 

５件 ５件 ５件 ５件 ５件 

事業継続力強化支援事業の内容および実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和７年 ４月 １日～ 令和１２年 ３月 ３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 
当会議所と当市の役割分担、体制を整理し、連携して以下の事業を実施する。 

 

＜１．事前の対策＞ 
１） 小規模事業者に対する災害リスクの周知 

    ・広く小規模事業者に災害リスクや計画内容の周知の為のセミナーを実施する。 

・巡回経営指導時に、ハザードマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災害等のリスクお

よびその影響を軽減するための取組や対策（事業休業の備え、水災補償等の損害保険・共済加

入等）について説明する。 

・会報やホームページ等において、国の施策の紹介や、リスク対策の必要性、日本商工会議所ビ

ジネス総合保険の概要、事業者ＢＣＰに積極的に取り組む小規模事業者の紹介を含めた策定ノ

ウハウの提供等を行う。 

・小規模事業者に対し、事業者ＢＣＰ（即時に取組可能な簡易的なもの含む）の策定による実効

性のある取組の推進について助言を行う。 

・事業継続取組に関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナーや行政の施策紹

介、日本商工会議所ビジネス総合保険の紹介等を実施する。 

・台風など事前に大規模な被害の発生が想定される場合、ホームページなどを活用して、地区事

業者に対し、防災・減災に向けた注意喚起を行う。 

・新型ウイルス感染症は、いつでも、どこでも発生する可能性があり、感染の状況も日々変化す

るため、事業者には常に最新の正しい情報を入手し、デマに惑わされることなく、冷静に対応

することを周知する。 

 

２） 鯖江商工会議所の事業継続計画の作成 

・当会議所は、令和７年１月３１日「鯖江商工会議所事業継続計画」を作成する。 

 

３） 関係団体等との連携 

・日本商工会議所に専門家の派遣を依頼し、会員事業者以外も対象とした普及啓発セミナーや日

本商工会議所ビジネス総合保険の紹介等を実施する。 

・関係機関への普及啓発セミナー案内掲示依頼、同セミナー等の共催。 

 

４） フォローアップ 

・小規模事業者の事業者ＢＣＰ等取組状況について確認。 

・内部月例会議において、年に一度本計画の内容について検討し、変更箇所がある場合や、当会

議所または当市が認めた場合は協議を行う。 

 

 



５） 当該計画に係る訓練の実施 

・自然災害（マグニチュード６以上の地震、特別警報（大雨・大雪・暴風））が発生したと仮定

し、当市との連絡ルートの確認等を行う。（訓練は必要に応じて実施する） 

 

＜２．発災後の対策＞ 
      ・自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのうえで、次

の手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

 

１） 応急対策の実施可否の確認 

・発災後１時間以内に職員・来客者の安否報告、職員の勤務の可能性の確認を行う。 

（ＳＮＳ等を利用した安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋被害や道路状況等）

等を当会議所と当市で共有する。） 

・国内感染者発生後には、職員の体調確認を行うとともに、事業所の消毒、職員の手洗い・うが

い等の徹底を行う。 

 

  ２） 応急対策の方針決定 

       ・当会議所と当市との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を決める。 

      ・職員全員が被災する等により応急対策ができない場合の役割分担を決める。 

      ・地区内事業者に被害がある場合は、大まかな被害情報（被災事業所名、住所（町レベル）、被害

状況（全壊・半壊・一部損壊、床上浸水、床下浸水など））を確認し、災害発生から概ね２４時

間以内を目安に情報共有する。 

      ・地区内事業者に激甚災害指定の可能性がある大規模な被害がある場合は、地区内事業者の被害

額（事業の再建に必要なおおよその推計額）について、概ね１週間以内を目安に情報を共有す

る。 

 

（被害規模の目安は以下を想定） 

大きな被害がある ・地区内１０％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、

比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」等、

大きな被害が発生している。 

・被害が見込まれている地域において連絡が取れない、もしくは、交

通網が遮断されており、確認ができない。 

被害がある ・地区内１％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、

比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内０．１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」

等、大きな被害が発生している。 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報がない 

 

・本計画により、当会議所と当市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

発災後～５日間 １日に２回以上共有する（９時・１６時現在） 

発災後６日目以降 １日に１回共有する（９時現在） 

 

＜３．発災時における指示命令系統・連絡体制＞ 
      ・自然災害等発生時に、地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に行

うことができる仕組みを構築する。 

      ・二次被害を防止するため、被災地域での活動を行うことについて決める。 

      ・当会議所と当市は被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算定方法につ

いて、あらかじめ確認しておく。 

      ・当会議所と当市と共有した情報を、福井県の指定する方法にて当会議所より県へ報告する。 

 



 

以下は様式 

 

 
 

 

以下は連絡ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜４．応急対応時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 
・相談窓口の開設方法について、当市と協議する（当会議所は、日本商工会議所より指示があっ

た場合は、特別相談窓口を設置する）。 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国や福井県、当市等の施策）について、地区内小規模事業者

等へ周知する。 

 

福井県産業労働部経営改革課 近畿経済産業局 

鯖江市産業観光部商工観光課 

鯖江商工会議所 



 

＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 
・福井県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

 

＜６．被害規模が大きい場合の県内他地域との協力＞ 
・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援派遣等

を福井県等に相談する。 

 

※その他 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに福井県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（ 令和７年 １月現在） 

 

（１）実施体制（商工会または商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町の事

業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会または商工会議所と関係市町の共同体制／経営指導

員の関与体制 等） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供および助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

 
法定経営指導員 吉田 圭一（連絡先は後述（３）の①参照） 

 

②当該経営指導員による情報の提供および助言（手段、頻度 等） 
 

※以下に関する必要な情報の提供及び助言を行う 

      ・本計画の具体的な取組の企画や実行 

      ・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町連絡先 

①商工会／商工会議所 
鯖江商工会議所 中小企業相談所 

      〒９１６－００２６ 福井県鯖江市本町３丁目２－１２ 

      ＴＥＬ：０７７８－５１－２８００ ＦＡＸ：０７７８－５２－８１１８ 

      Ｅ‐ｍａｉｌ：ｉｎｆｏ＠ｓａｂａｅｃｃｉ.ｏｒ.ｊｐ 

②関係市町 
鯖江市役所 商工観光課 

〒９１６－８６６６ 福井県鯖江市西山町１３－１ 

◆産業観光部 商工観光課 

ＴＥＬ：０７７８－５３－２２３１ ＦＡＸ：０７７８－５１－８１５３ 

Ｅ‐ｍａｉｌ：ＳＣ-Ｓｈｏｋｏ＠ｃｉｔｙ.ｓａｂａｅ.ｌｇ.ｊｐ 

※その他 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに福井県へ報告する。 

鯖江商工会議所 事務局 

鯖江商工会議所 

法定経営指導員 

鯖江商工会議所 専務理事 鯖江市 産業観光部長 

鯖江商工会議所 会員事業所 

鯖江市  
商工観光課 

鯖江市  
防災危機管理課 

情報収集 情報提供 

連携 連携 

確認 連絡調整 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額およびその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 

必要な資金の額 ４５０ ４５０ ４５０ ４５０ ４５０ 

 

専門家派遣費 

セミナー開催費 

チラシ作成費 

会議費 

１５０ 

１５０ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１５０ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１５０ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１５０ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１５０ 

１００ 

５０ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 
会費収入・鯖江市補助金・福井県補助金・事業収入 等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会または商工会議所および関係市町以外の者を連

携して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名または名称および住所 

ならびに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 


